
 

事  務  連  絡  

令和５年４月２８日 

 

 

各都道府県衛生主管部(局) 御中 

 

 

                 厚生労働省医政局医事課 

医師等医療従事者働き方改革推進室 

 

 

医療勤務環境改善支援センターの運営について 

 

 

 

 医療行政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げ 

ます。 

各都道府県又は都道府県から委託を受けた事業者におかれましては、「医療従事者

の勤務環境の改善等に関する事項の施行について（平成 29 年８月１日付厚生労働省

医政局医療経営支援課長通知。以下「平成 29 年通知」という。）等に基づき、医療勤

務環境改善支援センター（以下「支援センター」という。）の適正な運営を実施してい

ただいていることと存じます。 

 この運営に関し、平成 29 年通知では、支援センターが医療機関の勤務環境改善を

効果的に支援するため、地域の医療関係団体、医療機関の支援を行う関係団体、都道

府県労働局等の関係行政機関等を含む地域の実情に応じた構成により、支援センター

の運営に関する協議の場として運営協議会を設置することとし、都道府県が運営協議

会の運営に主体的に関与する必要があるとしております。 

また、運営協議会そのものの開催頻度については、各支援センターで異なっていま

すが（別紙１）、特に運営協議会のほかに実務者による連絡調整会議等を設け、概ね月

１回程度で開催し、関係者間の連携を図っている支援センターでは、令和６年４月の

医師の時間外・休日労働時間の上限規制の適用開始に向けた医療機関の準備状況の把

握や取組支援を効果的に実施していただいている等の指摘もあるところです（別紙２、

別紙３）。 

こうした緊密な連携により、 

・ 支援を行う医療機関の優先順位付けやその優先順位に応じた支援の方法などが

検討され、医療機関支援に関する都道府県の方針や考え方について、関係者が常

に最新の動向を把握し、共通認識を得ながら支援を進められるほか、 

・ 医師の働き方改革を進めるに当たっては、地域医療の確保や適正な労務管理の

確保など様々な課題が相互に関係する中で、個別の医療機関支援に当たっての課

題の把握や対応方法について関係者がそれぞれの知見を持ち寄り意見を交換し

ながら検討できること、 

等、効果的な医療機関支援の実施に非常に有用であると考えられます。 



 

特定労務管理対象機関の指定申請を予定する医療機関の状況については、令和５年

３月２２日付事務連絡でも所管する医療機関の状況を把握していただいており、引き

続き、対象医療機関を含めた継続的なフォローアップを行うためにも、各都道府県に

おかれましては、WEB 等も活用しつつ、概ね月１回程度の頻度で実務者による連絡調

整会議等を開催する等、医療機関の取組支援に係る現状把握や課題認識の共有等を通

じて、関係者間の十分な連携を図るための主体的な取組や関与をお願いしたく存じま

す。 

 

 

               （照会先）厚生労働省医政局医事課 

医師等医療従事者働き方改革推進室 

                    TEL 03-5253-1111（内線 4408、4409） 

黒川、髙橋、中尾 
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アドバイザー連携のための会合等
「回」

０回:７都道府県

アドバイザーへの研修及びアドバイザー間の情報共有_アドバイザーの支援力向上のための研修や会議の開催有無_開催回数
アドバイザー間の連携のための会合（顔合わせを含む）やアドバイザー間での勉強会の開催有無_開催回数
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（参考） 

 

令和５年度医療労務管理支援事業に係る仕様書（妙） 

 

 

第２の３（６）都道府県が開催する連絡調整会議への出席 

厚生労働省から都道府県に対して、都道府県、勤改センター関連事業受託者、

労働局を構成員とする連絡調整会議を月 1 回程度開催するよう、助言を行って

いるところ、都道府県が主催する連絡調整会議に出席し、当該会議の開催の都度、

遅滞なく議事概要を作成し、関係者に内容の確認を行うこと。作成した議事概要

は労働局に電子メール等により提出すること。 

 




